
女性活躍推進支援サービス

企業の女性活躍推進実現に向けた経営・組織・人材への支援

ダイバーシティ＆インクルージョン経営の重要性

女性活躍推進法の施行、「障害者権利条約」の批准承認など、政府・国際社会からの要請のみならず、株式市場における経済的価値と

社会的価値を両立する経営への評価の高まり、官公庁入札実施の際のワーク・ライフ・バランスや女性活躍推進度に関する評価項目の

設定、企業の長期的成功を支える最も大切な価値観を「倫理観」と考えるミレニアル世代の台頭など、ダイバーシティ＆インクルージョン

（D&I）経営に対する社会的要請と経営へのインパクトはかつてないほど高まっており、企業は「なぜやらねばならないか？」と問う段階で

はなく、経営の重要アジェンダと位置づけ推進していく必要があります。企業の持続的成長には、様々なバックグラウンドを持つ人材が、

そのポテンシャルを余すことなく発揮し、活躍できる場を提供することが肝要です。

女性活躍推進の課題と解決の方向性

女性活躍推進は、現在多くの企業が関心を寄せ、推進に向け取り組んでいるテーマですが、一方で男女雇用機会均等法施行から30年

余りという事実を踏まえると「古くて新しい問題」であると言えます。企業にとって女性の活躍を推進することは、ガバナンスの強化、プロ

ダクトイノベーション、プロセスイノベーション等をもたらし、その効果は計り知れません。しかしながら、仕組みは整備しても、ライフイベン

トによる女性の退職者は依然として発生する、女性管理職比率は横ばいのまま等、期待する効果を得るための前提の姿にすらたどり着

けない企業が多いのも事実です。

女性活躍を推進するためには、従来のように女性を「女性全体」として捉えるのではなく、「個人」にフォーカスすることが必要です。特に

管理職層を3-5年という短期間で増やしていくには，今いる女性社員の階層、能力、経験値を把握し、個別に登用プランを立てていかな

ければ追いつきません。加えて、トップの推進力、制度の実行力を高め、現場が直面している業務上の課題へ切り込んでいくことが、女

性活躍推進の重要な成功要因となります。

デロイト トーマツ コンサルティングが考える女性活躍推進のポイント

トップの

推進力

 社長が旗振り役であり、女性活躍推進の重要性を理解している

 推進組織のリードは執行役員クラス以上がリードしている

一人別

タレント
マネジメント

 管理職候補者となり得る人材（女性）は、どの部署に何人いて、何年後に何人昇格する見込みか、

という人材の掌握ができており、具体的な個別育成プランが策定されている

制度の

実行力

 当事者へのフォローアップインタビュー等、女性活躍推進制度運用状況をウォッチし、適宜改善策

を打ち出すことで、目的を外さず実行している

ボトムアップの
改革

 現場が直面している業務上の困りごとを捉え、どうすれば今の状態を良くしていけるかを考え、

打ち手を実行している
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目的の明確化 ＆ トップのコミットメント 目的の明確化
& トップの
コミットメント

• 女性活躍を推進する意味の確認
• ビジョンおよび中長期プランの策定
• KPIの設定

推進組織
体制構築

制度整備

働き方改革

• 女性活躍を推進する組織体制構築
• 推進組織の機能定義

• 制約のある社員向けの制度構築
• キャリアパス・評価・報酬制度の見直し
• 配置・異動の仕組みの見直し

• 現場主導アジャイル型働き方改革
• 業務BPR

• 関連施策の構築（例：在宅勤務制度等）

人材育成

• 女性リーダー層育成のための施策構築
（例：サクセッションプラン、スポンサー等）

• 管理職のマネジメント力強化に資する施策構
築（例：役割の与え方の見直し等）

組織風土
改革

• 社員意識調査の設計・実施
• 社員の意識・行動改革に資する施策構築
（例：ワークショップ、研修等）

コミュニケー
ションプラン

• 全社コミュニケーションプランの設計・実施
（内容、手段、タイミング等）
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女性活躍推進に関するコンサルティングサービス一覧

デロイト トーマツ コンサルティングでは、それぞれのテーマ・課題に対して対応していくことが可能です。

デロイト トーマツグループは日本におけるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（英国の法令に基づく保証有限責任会社）のメンバーファームおよびそのグ

ループ法人（有限責任監査法人トーマツ、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロ

イト トーマツ税理士法人およびDT弁護士法人を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループの

ひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従い、監査、税務、法務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー等を提供しています。また、

国内約40都市に約9,400名の専門家（公認会計士、税理士、弁護士、コンサルタントなど）を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしてい

ます。詳細はデロイト トーマツグループWebサイト（www.deloitte.com/jp）をご覧ください。

Deloitte（デロイト）は、監査、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリーサービス、リスクアドバイザリー、税務およびこれらに関連するサービスを、

さまざまな業種にわたる上場・非上場のクライアントに提供しています。全世界150を超える国・地域のメンバーファームのネットワークを通じ、デロイトは、

高度に複合化されたビジネスに取り組むクライアントに向けて、深い洞察に基づき、世界最高水準の陣容をもって高品質なサービスをFortune Global

500® の8割の企業に提供しています。“Making an impact that matters”を自らの使命とするデロイトの約245,000名の専門家については、Facebook、

LinkedIn、Twitterもご覧ください。

Deloitte（デロイト）とは、英国の法令に基づく保証有限責任会社であるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）ならびにそのネットワーク組織を構

成するメンバーファームおよびその関係会社のひとつまたは複数を指します。DTTLおよび各メンバーファームはそれぞれ法的に独立した別個の組織体

です。DTTL（または“Deloitte Global”）はクライアントへのサービス提供を行いません。Deloitteのメンバーファームによるグローバルネットワークの詳細

は www.deloitte.com/jp/aboutをご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、その性質上、特定の個人や事業体に具体的に適用される個別の事情に対応す

るものではありません。また、本資料の作成または発行後に、関連する制度その他の適用の前提となる状況について、変動を生じる可能性もあります。

個別の事案に適用するためには、当該時点で有効とされる内容により結論等を異にする可能性があることをご留意いただき、本資料の記載のみに依拠

して意思決定・行動をされることなく、適用に関する具体的事案をもとに適切な専門家にご相談ください。
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